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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　被加熱物を収容するための開口部を前側に有する加熱庫と、上記被加熱物を搭載するト
レイと、上記加熱庫の庫内側面に設けられて上記トレイを支持するための棚受けとを備え
た加熱調理器に使用される加熱調理器用梱包構造であって、
　上記トレイを梱包する箱状の梱包材と、
　緩衝材と
を備え、
　上記トレイを梱包した上記梱包材が、上記梱包材の一側部が上記梱包材の他側部よりも
高くなるように傾けて上記加熱庫内に入れられ、
　上記梱包材の上記一側部が上記一側部側の上記棚受け上に載置され、
　上記加熱庫の上部と上記梱包材の上記一側部との間に上記緩衝材が挿入されて、上記梱
包材の上記一側部が上記一側部側の上記棚受けに押し付けられると共に、上記梱包材の上
記他側部が上記他側部側の上記庫内側面に押し付けられることを特徴とする加熱調理器用
梱包構造。
【請求項２】
　請求項１に記載の加熱調理器用梱包構造において、
　上記梱包材の上記一側部の上側の角部には、上記緩衝材の一部が当接する面取り面が設
けられることを特徴とする加熱調理器用梱包構造。
【請求項３】
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　請求項２に記載の加熱調理器用梱包構造において、
　上記トレイは、底部と、この底部の周縁部に立設された壁部と、この壁部の底部とは反
対側の端部に連なって外側に張り出すフランジ部とを有し、上記底部が上記加熱庫の上部
と対向するように、上記梱包材で梱包され、
　上記面取り面は、上記トレイの上記底部のうちの上記一側部側の端と、上記トレイの上
記フランジ部のうちの上記一側部側の端とに接する面の近傍に位置することを特徴とする
加熱調理器用梱包構造。
【請求項４】
　請求項２または３に記載の加熱調理器用梱包構造において、
　上記緩衝材は、頂部が上記加熱庫の上部に当接し、かつ、底部が上記面取り面に当接す
る断面略三角形状を呈することを特徴とする加熱調理器用梱包構造。
【請求項５】
　請求項１から４までのいずれか一項に記載の加熱調理器用梱包構造において、
　上記緩衝材は、上記梱包材の上記一側部と上記一側部側の上記庫内側面との間に配置さ
れて、上記梱包材の上記一側部と上記一側部側の上記庫内側面とのうちの少なくとも一方
に係合する係合部を有することを特徴とする加熱調理器用梱包構造。
【請求項６】
　請求項１から５までのいずれか一項に記載の加熱調理器用梱包構造において、
　上記梱包材は、上記梱包材の前後方向の中心よりも後側に設けられ、上記緩衝材の後端
部に当接する位置決め部を有することを特徴とする加熱調理器用梱包構造。
【請求項７】
　請求項１から６までのいずれか一項に記載の加熱調理器用梱包構造において、
　上記梱包材の他側部が、上記他側部側の上記棚受けと上記加熱庫の底部との間に配置さ
れることを特徴とする加熱調理器用梱包構造。
【請求項８】
　請求項７に記載の加熱調理器用梱包構造において、
　上記梱包材の上記他側部の上側の角部には、上記他側部側の上記棚受けが当接する面取
り面が設けられることを特徴とする加熱調理器用梱包構造。
【請求項９】
　請求項１から８までのいずれか一項に記載の加熱調理器用梱包構造において、
　上記梱包材の上面に、上記梱包材の上記加熱庫内への挿入方向に平行な面に沿って回動
可能な一対の第１の切り起こしと、互いに係合可能な一対の第２の切り起こしとを設け、
　上記加熱調理器に用いられる給水タンクを上記第１の切り起こしで挟持すると共に、互
いに係合させた上記第２の切り起こしで上記給水タンクを保持することを特徴とする加熱
調理器用梱包構造。
【請求項１０】
　請求項９に記載の加熱調理器用梱包構造において、
　上記給水タンクは、上記梱包材が上記加熱庫内に挿入されたとき、上記加熱庫内の奥側
に位置するように、上記第１の切り起こしで挟持されると共に、互いに係合させた上記第
２の切り起こしで保持されることを特徴とする加熱調理器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は加熱調理器用梱包構造に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、加熱調理器用梱包構造としては、特許第４８１８２０４号公報(特許文献１)に開
示されたものがある。この梱包構造では、支持体上にトレイを載置し、このトレイ上に焼
き網を載置し、さらに、焼き網上に緩衝材を載置し、トレイ、焼き網および緩衝材を支持
体と共に加熱庫内に入れる。このとき、上記焼き網および支持体がトレイに接触している
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。
【０００３】
　また、上記緩衝材が加熱庫の開口部に引っ掛からないように、焼き網を弾性変形させて
加熱庫内に入れる。
【０００４】
　このように、上記支持体、トレイ、焼き網および緩衝材を加熱庫内に入れることにより
、加熱庫内において、トレイが焼き網の弾性力によって支持体に押し付けられるようにし
て、トレイの輸送時の動きを規制しようとしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特許第４８１８２０４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　ところで、上記従来の加熱調理器用梱包構造では、焼き網が製造誤差で所望の弾性を得
られないため、焼き網の弾性力が弱くなり、その結果、支持体にトレイを強く押し付けら
れないことがある。
【０００７】
　したがって、上記従来の加熱調理器用梱包構造には、トレイが輸送時に大きくがたつく
可能性があるという問題があった。
【０００８】
　また、上記従来の加熱調理器用梱包構造には、焼き網および支持体がトレイに接触して
いるため、輸送時の衝撃によって、トレイが摩耗する恐れがあるという問題もある。
【０００９】
　そこで、この発明の課題は、トレイが輸送時に大きくがたつく可能性を下げることがで
き、その上、トレイの輸送時の摩耗を防ぐことができる加熱調理器用梱包構造を提供する
ことにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記課題を解決するため、この発明の加熱調理器用梱包構造は、
　被加熱物を収容するための開口部を前側に有する加熱庫と、上記被加熱物を搭載するト
レイと、上記加熱庫の庫内側面に設けられて上記トレイを支持するための棚受けとを備え
た加熱調理器を輸送するための加熱調理器用梱包構造であって、
　上記トレイを梱包する箱状の梱包材と、
　緩衝材と
を備え、
　上記トレイを梱包した上記梱包材が、上記梱包材の一側部が上記梱包材の他側部よりも
高くなるように傾けて上記加熱庫内に入れられ、
　上記梱包材の上記一側部が上記一側部側の上記棚受け上に載置され、
　上記加熱庫の上部と上記梱包材の上記一側部との間に上記緩衝材が挿入されて、上記梱
包材の上記一側部が上記一側部側の上記棚受けに押し付けられると共に、上記梱包材の上
記他側部が上記他側部側の上記庫内側面に押し付けられることを特徴としている。
【００１１】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記梱包材の上記一側部の上側の角部には、上記緩衝材の一部が当接する面取り面が設
けられる。
【００１２】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記トレイは、底部と、この底部の周縁部に立設された壁部と、この壁部の底部とは反
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対側の端部に連なって外側に張り出すフランジ部とを有し、上記底部が上記加熱庫の上部
と対向するように、上記梱包材で梱包され、
　上記面取り面は、上記トレイの上記底部のうち上記一側部側の端と、上記トレイの上記
フランジ部のうち上記一側部側の端とに接する面の近傍に位置する。
【００１３】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記緩衝材は、頂部が上記加熱庫の上部に当接し、かつ、底部が上記面取り面に当接す
る断面略三角形状を呈する。
【００１４】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記緩衝材は、上記梱包材の上記一側部と上記一側部側の上記庫内側面との間に配置さ
れて、上記梱包材の上記一側部と上記一側部側の上記庫内側面とのうちの少なくとも一方
に係合する係合部を有する。
【００１５】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記梱包材は、上記梱包材の前後方向の中心よりも後側に設けられ、上記緩衝材の後端
部に当接する位置決め部を有する。
【００１６】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記梱包材の他側部が、上記他側部側の上記棚受けと上記加熱庫の底部との間に配置さ
れる。
【００１７】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記梱包材の上記他側部の上側の角部には、上記他側部側の上記棚受けが当接する面取
り面が設けられる。
【００１８】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記梱包材の上面に、上記梱包材の上記加熱庫内への挿入方向に平行な面に沿って回動
可能な一対の第１の切り起こしと、互いに係合可能な一対の第２の切り起こしとを設け、
　上記加熱調理器に用いられる給水タンクを上記第１の切り起こしで挟持すると共に、互
いに係合させた上記第２の切り起こしで上記給水タンクを保持する。
【００１９】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記給水タンクは、上記梱包材が上記加熱庫内に挿入されたとき、上記加熱庫内の奥側
に位置するように、上記第１の切り起こしで挟持されると共に、互いに係合させた上記第
２の切り起こしで保持される。
【発明の効果】
【００２０】
　この発明の加熱調理器用梱包構造によれば、トレイを梱包した箱状の梱包材の一側部が
この一側部側の棚受けに押し付けられる一方、梱包材の他側部がこの他側部側の庫内側面
に押し付けられるので、トレイが輸送時に大きくがたつく可能性を下げることができ、そ
の上、トレイの輸送時の摩耗を防ぐことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】この発明の一実施形態の加熱調理器用梱包構造の加熱調理器の扉閉鎖時の概略正
面図である。
【図２】上記加熱調理器の扉開放時の概略正面図である。
【図３】上記加熱調理器の主要部の構成を説明するための模式図である。
【図４】上記加熱調理器の他の部分の構成を説明するための模式図である。
【図５】上記加熱調理器の制御ブロック図である。
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【図６】上記加熱調理器の加熱庫および内部の正面側から見たときの概略外観図である。
【図７】上記加熱庫およびその内部を正面側から見たときの概略断面図である。
【図８】上記加熱調理器用梱包構造の梱包材と上記加熱調理器の給水タンクとの概略斜視
図である。
【図９】上記加熱調理器用梱包構造の梱包材と上記加熱調理器の給水タンクとの概略斜視
図である。
【図１０】上記加熱調理器用梱包構造の梱包材および第１緩衝材の概略斜視図である。
【図１１】上記梱包材および第１緩衝材の概略展開図である。
【図１２】上記加熱調理器用梱包構造の第２緩衝材の概略展開図である。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　以下、この発明の加熱調理器を図示の実施形態により詳細に説明する。なお、以下の説
明において、左側とは、加熱調理器を扉側から見たとき、加熱調理器に向かって左側を指
し、また、右側とは、加熱調理器を扉側から見たとき、加熱調理器に向かって右側を指す
。
【００２３】
　図１は、この発明の一実施形態の加熱調理器用梱包構造に使用する加熱調理器の扉閉鎖
時の概略正面図である。また、図２は上記加熱調理器の扉開放時の概略正面図である。
【００２４】
　上記加熱調理器は、図１,図２に示すように、直方体形状のケーシング１と、このケー
シング１内に設けられ、被加熱物１５を収容するための開口部２ａを前側に有する加熱庫
２と、加熱庫２の開口部２ａを開閉する扉３と、加熱庫２内にマイクロ波を放射するマグ
ネトロン４(図５に示す)とを備えている。
【００２５】
　上記ケーシング１の上面の後部には排気ダクト５が設けられている。また、ケーシング
１の前面の下部には露受容器６が着脱可能に取り付けられている。この露受容器６は、扉
３の下側に位置し、扉３の後面(加熱庫２側の表面)からの水滴を受けることができるよう
になっている。また、ケーシング１の前面の下部には、後述する給水タンク２６も着脱可
能に取り付けられている。
【００２６】
　上記扉３は、下部がケーシング１の前面に回動可能に取り付けられている。この扉３の
前面(加熱庫２とは反対側の表面)には、耐熱性を有する透明な外ガラス７が設置されてい
る。また、扉３は、外ガラス７の上側に位置するハンドル８と、外ガラス７の右側に設け
られた操作パネル９とを有している。
【００２７】
　上記操作パネル９はカラー液晶表示部１０およびボタン群１１を有している。このボタ
ン群１１は、途中で加熱を止めるときなどに押す取り消しキー１２と、加熱を開始すると
きに押すあたためスタートキー１３とを含んでいる。また、操作パネル９には、スマート
フォンなどからの赤外線を受ける赤外線受光部１４が設けられている。
【００２８】
　上記加熱庫２内には被加熱物１５が収容される。また、加熱庫２内には金属製の調理ト
レイ９１,９２(図３に示す)が出し入れが可能になっている。この調理トレイ９１,９２は
、底部９１ａ,９２ａと、この底部９１ａ,９２ａの周縁部に立設された壁部９１ｂ,９２
ｂと、この壁部９１ｂ,９２ｂの底部９１ａ,９２ａとは反対側の端部に連なって外側に張
り出すフランジ部９１ｃ,９２ｃとを有する。底部９１ａ,９２上には、被加熱物１５が直
接載置されたり、調理網９３,９４(図７に示す)を介して載置されたりする。
【００２９】
　また、上記加熱庫２の左側の庫内側面２ｂには、第１上棚受け１６Ａと、この第１上棚
受け１６Ａよりも下側に位置する第１下棚受け１７Ａとが設けられている。一方、加熱庫
２の右側の庫内側面２ｃには、第２上棚受け１６Ｂと、この第２上棚受け１６Ｂよりも下
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側に位置する第２下棚受け１７Ｂとが設けられている。第１,第２上棚受け１６Ａ,１６Ｂ
は、調理トレイ９１のフランジ部９１ｃの左端部,右端部を係脱可能に支持する。一方、
第１,第２上棚受け１７Ａ,１７Ｂは、調理トレイ９１よりも下側に位置するように、調理
トレイ９２のフランジ部９２ｃの左端部,右端部を係脱可能に支持する。なお、調理トレ
イ９１,９２はトレイの一例である。なお、第１上棚受け１６Ａおよび第２下棚受け１７
１７Ｂは棚受けの一例である。
【００３０】
　また、上記加熱庫２内に調理トレイ９１,９２を配置したとき、フランジ部９１ｃ,９２
ｃの前端部と扉３との間に隙間が生じると共に、フランジ部９１ｃ,９２ｃの後端部と加
熱庫２の後部２ｄとの間にも隙間が生じるようになっている。より詳しくは、加熱庫２の
後部２ｄには、調理トレイ９１のフランジ部９１ｃの後端部に当接する２つの突起(図示
せず)と、調理トレイ９２のフランジ部９２ｃの後端部に当接する２つの突起(図示せず)
とが設けられている。これにより、加熱庫２内に調理トレイ９１,９２を入れて奥へ押し
込んだとき、調理トレイ９１,９２のフランジ部９１ｃ,９２ｃの後端部が上記突起に当接
するので、調理トレイ９１,９２のフランジ部９１ｃ,９２ｃの後端部と加熱庫２の後部２
ｄとの間に隙間が形成される。この隙間の前後方向の長さは例えば３ｍｍである。
【００３１】
　図３は、上記加熱調理器の主要部の構成を説明するための模式図である。この図３では
、加熱庫２は左側から見た状態が示されている。
【００３２】
　上記加熱調理器は、循環ダクト１８、上ヒータ２０、中ヒータ２１、下ヒータ２２、循
環ダンパ２３、蒸気発生装置２４、チューブポンプ２５および給水タンク２６を備えてい
る。この上ヒータ２０、中ヒータ２１および下ヒータ２２は、それぞれ、例えばシーズヒ
ータからなっている。
【００３３】
　上記加熱庫２の上部２ｅは、水平方向に対して傾斜する傾斜部２ｆを介して加熱庫２の
後部２ｄと連なっている。この傾斜部２ｆには、循環ファン１９と対向するように複数の
吸込口２７が設けられている。また、加熱庫２の上部２ｅには上吹出口２８が複数設けら
れている。また、加熱庫２の後部２ｄには、第１後吹出口２９、第２後吹出口３０および
第３後吹出口３１が、それぞれ、複数設けられている。なお、上吹出口２８は３個だけ図
３で示している。また、吸込口２７、第１後吹出口２９、第２後吹出口３０および第３後
吹出口３１は各１個だけを図３で示している。
【００３４】
　上記循環ダクト１８は、金属製で、加熱庫２外に設けられて、吸込口２７、上吹出口２
８および第１～第３後吹出口２９～３１を介して加熱庫２内と連通している。この循環ダ
クト１８は、加熱庫２の上側から後側にわたって設けられて、逆Ｌ字形状を呈するように
延在している。より詳しくは、循環ダクト１８は、加熱庫２の上部２ｅに対向する前部１
８ａと、この上部２ｅの後端に連なって斜め下方に延在して加熱庫２の傾斜部２ｆに対向
する接続部１８ｂと、この接続部１８ｂの下端に連なって真下方に延在して加熱庫２の後
部２ｄに対向する後部１８ｃとからなっている。また、循環ダクト１８の左右方向の幅は
、加熱庫２の左右方向の幅より狭く設定されている。
【００３５】
　上記循環ファンユニット８０は、循環ファン１９と、例えばＤＣモータからなって、循
環ファン１９を駆動する循環ファン用モータ５６とを有している。この循環ファンユニッ
ト８０は、加熱庫の２の傾斜部２ｆに対向するように、循環ダクト１８に着脱可能に取り
付けられている。
【００３６】
　上記循環ファン１９は、傾斜部２ｆに対向するように循環ダクト１８内に配置されてい
る。より詳しくは、循環ファン１９は、正逆回転可能な遠心ファンからなり、循環ダクト
１８の接続部１８ｂ内に配置されている。この循環ファン１９が回転すると、加熱庫２内
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の空気や飽和蒸気など(以下、「空気など」と言う)は、吸込口２７から循環ダクト１８内
に吸い込まれ、循環ファン１９の径方向外側へ流される。より詳しくは、循環ファン１９
の上側では、空気などは、循環ファン１９から斜め上方に流れた後、後方から前方に向か
って流れる。一方、循環ファン１９の下側では、空気などは、循環ファン１９から斜め下
方に流れた後、上方から下方に向かって流れる。すなわち、循環ファン１９は、上ヒータ
２０、中ヒータ２１および下ヒータ２２へ空気などを送る。
【００３７】
　上記上ヒータ２０は、循環ダクト１８の前部１８ａ内に配置され、加熱庫２の上部２ｅ
に対向している。この上ヒータ２０は、上吹出口２８へ流れる空気などを加熱する。
【００３８】
　上記中ヒータ２１は、環状に形成され、循環ファン１９を取り囲んでいる。この中ヒー
タ２１は、循環ファン１９から上ヒータ２０に向かう空気などを加熱したり、循環ファン
１９から下ヒータ２２に向かう空気などを加熱したりする。
【００３９】
　上記下ヒータ２２は、循環ダクト１８の後部１８ｃ内に配置され、加熱庫２の後部２ｄ
に対向している。この下ヒータ２２は、第２,第３後吹出口３０,３１へ流れる空気などを
加熱する。
【００４０】
　上記循環ダンパ２３は第１後吹出口２９を開閉する。より詳しくは、循環ダンパ２３は
、循環ダクト１８内に回動可能に設けられて、中ヒータ２１と下ヒータ２２との間に位置
する。この循環ダンパ２３の回動は循環ダンパ用モータ５９(図５に示す)によって行われ
る。また、循環ダンパ２３の回動により、第１後吹出口２９が開閉する。
【００４１】
　また、上記循環ダンパ２３は、第１後吹出口２９を開いたとき、循環ファン１９と第２
後吹出口３０との間を閉じる。これにより、第１後吹出口２９は、中ヒータ２１で加熱さ
れた空気などを加熱庫２内へ吹き出せるが、第２,第３後吹出口３１は、中ヒータ２１で
加熱された空気などを加熱庫２内へ吹き出せなくなる。
【００４２】
　また、上記循環ダンパ２３は、第１後吹出口２９を閉じたとき、循環ファン１９と第２
後吹出口３０との間を開く。これにより、第１～第３後吹出口２９～３１は、中ヒータ２
１で加熱された空気などを加熱庫２内へ吹き出せるようになる。
【００４３】
　また、上記第１後吹出口２９は、調理トレイ９１と加熱庫２の後部２ｄとの間の隙間よ
りも上側に位置し、かつ、調理トレイ９１の後部近傍に位置する。また、加熱庫２内は第
１後吹出口２９を介して循環ダクト１８の後部１８ｃ内と連通している。
【００４４】
　上記蒸気発生装置２４は、上端が開口する金属製の容器３２と、その開口を塞ぐ樹脂製
の蓋３３と、容器３２の底部に鋳込まれ、シーズヒータからなる蒸気発生用ヒータ３４と
を有する。この容器３２の底部上には給水タンク２６からの水が溜まり、蒸気発生用ヒー
タ３４が容器３２の底部を介して上記水を加熱する。この加熱で発生した飽和蒸気は、樹
脂製の蒸気チューブ３５と金属製の蒸気管３６とを流れて、循環ダクト１８の接続部１８
ｂ内に供給される。このとき、循環ファン１９が駆動していれば、蒸気発生装置２４から
の飽和蒸気が、循環ダクト１８の前部１８ａ,後部２ｄ側へ送られる。一方、循環ファン
１９が駆動していなければ、蒸気発生装置２４からの飽和蒸気が、複数の蒸気供給口３７
を介して加熱庫２内に流れ出る。なお、蒸気供給口３７は１個だけを図３で示している。
【００４５】
　上記蒸気管３６は、循環ダクト１８の接続部１８ｂに取り付けられている。この蒸気管
３６は、飽和蒸気発生装置２４からの飽和蒸気を、循環ダクト１８内の循環ファン１９の
下流側に吹き出す。また、循環ファン１９が停止しているとき、蒸気管３６が吹き出した
飽和蒸気を、上ヒータ２０、中ヒータ２１および下ヒータ２２を経由させずに加熱庫２内
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に直接流入させることができるようになっている。すなわち、蒸気管３６の加熱庫２側の
端と傾斜部２ｆとの間に隙間が設けられ、傾斜部２ｆには、蒸気管３６の加熱庫２側の端
に対向する蒸気供給口３７が設けられている。
【００４６】
　また、上記蒸気管３６が吹き出した飽和蒸気や、加熱庫２内の飽和蒸気は、循環ファン
１９で上ヒータ２０、中ヒータ２１および下ヒータ２２に送り、上ヒータ２０、中ヒータ
２１および下ヒータ２２で加熱することで、１００℃以上の過熱蒸気とすることができる
ようになっている。
【００４７】
　また、上記蓋３３には、一対の電極棒３９Ａ,３９Ｂからなる水位センサ３８が取り付
けられている。この電極棒３９Ａ,３９Ｂの間が導通状態になったか否かに基づいて、容
器３２の底部上の水位が所定水位になったか否かが判定される。
【００４８】
　上記チューブポンプ２５は、シリコンゴム等からなって弾性変形可能な給排水チューブ
４０をローラ(図示せず)でしごいて、給水タンク２６内の水を蒸気発生装置２４に流した
り、蒸気発生装置２４内の水を給水タンク２６に流したりする。
【００４９】
　上記給水タンク２６は給水タンク本体４１および連通管４２を有する。この連通管４２
は、一端部が給水タンク本体４１内に位置する一方、他端部が給水タンク２６外に位置す
る。給水タンク２６がタンクカバー４３内に収容されると、連通管４２の他端部がタンク
ジョイント部４４を介して給排水チューブ４０に接続される。すなわち、給水タンク本体
４１内が連通管４２などを介して蒸気発生装置２４内と連通する。
【００５０】
　図４は、上記加熱調理器の他の部分の構成を説明するための模式図である。この図４で
も、図３と同様に、加熱庫２は左側から見た状態が示されている。
【００５１】
　上記加熱庫２の後部２ｄの下端部には自然排気口４５が設けられている。この自然排気
口４５は第１排気経路４６を介して排気ダクト５に連通している。加熱庫２内の空気など
が余剰になると、その余剰な空気などが、自然に、自然排気口４５から第１排気経路４６
へ流れ出る。また、例えばシロッコファンからなる排気ファン４７が第１排気経路４６に
接続されている。
【００５２】
　また、上記加熱庫２の傾斜部２ｆには、排気ダンパ４９で開閉される複数の強制排気口
４８と、給気ダンパ５１で開閉される複数の給気口５０とが設けられている。この強制排
気口４８は第２排気経路５２を介して排気ダクト５に連通している。一方、給気口５０は
、給気経路を介して、ケーシング１と加熱庫２との間の空間に連通している。また、例え
ばシロッコファンからなる給気ファン５４が給気経路５５に接続されている。なお、強制
排気口４８および給気口５０は、それぞれ、誇張して大きく描いた１個だけを図４で示し
ている。
【００５３】
　また、上記第２排気経路５２には蒸気センサ５３が取り付けられている。この蒸気セン
サ５３は、第２排気経路５２を流れる蒸気量を示す信号を制御装置１００(図５に示す)へ
送出する。
【００５４】
　上記加熱庫２内の空気などを強制的にケーシング１外へ排気する場合、排気ダンパ用モ
ータ６０,給気ダンパ用モータ６１(図５に示す)で排気ダンパ４９,給気ダンパ５１を２点
鎖線で示す位置まで回動させる。すなわち、排気ダンパ４９および給気ダンパ５１を開く
。そして、排気ファン用モータ５７,給気ファン用モータ５８(図５に示す)で排気ファン
４７,給気ファン５４を駆動させる。これにより、加熱庫２内の空気などが強制排気口４
８および自然排気口４５から加熱庫２外へ引き出される。
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【００５５】
　また、上記ケーシング１と加熱庫２との間のマグネトロン４などを冷却する場合、給気
ダンパ５１が閉じた状態で、給気ファン５４が駆動するようにする。これにより、給気フ
ァン５４から吹き出された空気が、給気経路５５を介して、ケーシング１と加熱庫２との
間の空間に供給される。
【００５６】
　図５は上記加熱調理器の制御ブロック図である。
【００５７】
　上記加熱調理器は、マイクロコンピュータと入出力回路などからなる制御装置１００を
備えている。この制御装置１００には、上ヒータ２０,中ヒータ２１,下ヒータ２２,蒸気
発生用ヒータ３４,循環ファン用モータ５６,排気ファン用モータ５７,給気ファン用モー
タ５８,循環ダンパ用モータ５９,排気ダンパ用モータ６０,給気ダンパ用モータ６１,操作
パネル９,蒸気センサ５３,水位センサ３８,チューブポンプ２５,マグネトロン４,庫内温
度センサ７０などが接続されている。また、制御装置１００は、操作パネル９,蒸気セン
サ５３,水位センサ３８,庫内温度センサ７０などからの信号に基づいて、上ヒータ２０,
中ヒータ２１,下ヒータ２２,蒸気発生用ヒータ３４,循環ファン用モータ５６,排気ファン
用モータ５７,給気ファン用モータ５８,循環ダンパ用モータ５９,排気ダンパ用モータ６
０,給気ダンパ用モータ６１,チューブポンプ２５などを制御する。
【００５８】
　上記庫内温度センサ７０は加熱庫２内の温度を検出するためのセンサである。この庫内
温度センサ７０は、循環ファン１９の循環ファン１９近傍に配置されて、循環ダクト１８
の接続部１８ｂ内の温度を検出する。この循環ダクト１８の接続部１８ｂ内の温度は、循
環ファン１９の駆動により、加熱庫２内の温度と略同じとなる。
【００５９】
　図６は、上記加熱調理器を輸送するときの加熱庫２およびその内部を正面側から見たき
の概略外観図である。また、図７は、上記加熱庫２およびその内部を正面側から見たとき
の概略断面図である。
【００６０】
　上記加熱調理器用梱包構造は、図６,図７に示すように、箱状の梱包材１０１と、第１,
第２緩衝材２０１,３０１とを備える。なお、第１緩衝材２０１は緩衝材の一例である。
【００６１】
　上記梱包材１０１は、所定形状の段ボールを折り曲げられて形成され、調理トレイ９１
,９２を梱包している。この梱包材１０１内では、調理トレイ９１は調理トレイ９２上に
重ねられている。より詳しくは、調理トレイ９１は、底部９１ａが加熱庫２の上部２ｅと
対向するように、梱包材１０１で梱包されて、底部９１ａがフランジ部９１ｃよりも上側
に位置する。一方、調理トレイ９２は、底部９２ａが加熱庫２の底部２ｇと対向するよう
に、梱包材１０１で梱包されて、底部９２ａがフランジ部９２ｃよりも下側に位置する。
【００６２】
　また、上記調理トレイ９１の底部９１ａと調理トレイ９２の底部９２ａとの間には、左
右方向において互いに隣り合うように調理網９３,９４を収容している。この調理網９３,
９４は、ビニール(図示せず)で包まれており、調理トレイ９１,９２と接触しないように
なっている。
【００６３】
　また、上記梱包材１０１は、梱包材１０１の左側部が梱包材１０１の右側部よりも高く
なるように傾けて加熱庫２内に入れられている。このとき、梱包材１０１の左側部が第１
上棚受け１６Ａ上に載置されると共に、梱包材１０１の右側部が加熱庫２の底部２ｇ上に
載置されている。また、加熱庫２の上部２ｅと梱包材１０１の左側部との間には第１緩衝
材２０１が挿入されて、梱包材１０１の左側部が第１上棚受け１６Ａに押し付けられると
共に、梱包材１０１の右側部が庫内側面２ｃに押し付けられる。なお、梱包材１０１の左
側部は梱包材１０１の一側部の一例である。また、梱包材１０１の右側部は梱包材の他側
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部の一例である。
【００６４】
　上記梱包材１０１の左側部の上側の角部には、第１緩衝材２０１の一部が当接する第１
面取り面１０２が設けられている。この第１面取り面１０２は、調理トレイ９１の底部９
１ａの左端と、調理トレイ９２のフランジ部９１ｃの左端とに接する面の近傍に位置する
。このとき、第１面取り面１０２の上端の近傍には、調理トレイ９１の底部９１ａの左端
が位置する。一方、第１面取り面１０２の下端の近傍には、調理トレイ９１のフランジ部
９１ｃの左端が位置する。なお、梱包材１０１の左側部の下側の角部には、面取り面が設
けられていない。すなわち、梱包材１０１の左側部の下側の角部は、略直角を成すように
形成されている。
【００６５】
　上記梱包材１０１の右側部は、第２下棚受け１７Ｂと加熱庫２の底部２ｇとの間に配置
される。この梱包材１０１の右側部の上側の角部には、第２下棚受け１７Ｂが当接する第
２面取り面１０３が設けられている。一方、梱包材１０１の右側部の下側の角部には第３
面取り面１０４が設けられている。この第３面取り面１０４は加熱庫２の底部２ｇとの間
に隙間を有する。
【００６６】
　上記第１緩衝材２０１は、所定形状の段ボールを折り曲げられて形成される。この第１
緩衝材２０１は、頂部２０２が加熱庫２の上部２ｅに当接し、かつ、底部２０３が第１面
取り面１０２に当接する断面略三角形状を呈する。この底部２０３の左端に連なる左側部
２０４の先端部と、底部２０１ｂの右端に連なる右側部２０５の先端部とが、頂部２０２
を構成している。また、底部２０３の左端に連なる左側部２０４の先端部は、底部２０３
の右端に連なる右側部２０５の先端部に接着されていない。すなわち、底部２０１ｂの左
端に連なる左側部２０４の先端部に対して、底部２０１ｂの右端に連なる右側部２０５の
先端部は、離間可能になっている。
【００６７】
　また、上記第１緩衝材２０１は、左側部２０３の下端に連なる係合片２０６を有してい
る。この係合片２０６は、梱包材１０１の左側部と加熱庫２の左側の庫内側面２ｂとの間
に配置されて、梱包材１０１の左側部に係合すると共に、加熱庫２の左側の庫内側面２ｂ
にも係合する。なお、係合片２０６は係合部の一例である。
【００６８】
　また、上記加熱庫２の底部２ｇと梱包材１０１の左側部との間には、断面略台形状の第
２緩衝材３０１が挿入されている。この第２緩衝材３０１も、第１緩衝材２０１と同様に
、所定形状の段ボールを折り曲げて形成される。また、第２緩衝材３０１は、上部３０２
が梱包材１０１の底部１１１に当接する一方、底部３０３が加熱庫２の底部２ｇに当接し
ている。また、第２緩衝材３０１は、左側部３０４と、この左側部３０４に略平行に延び
る右側部３０５とを有する。左側部３０４と庫内側面２ｂとの間には隙間が形成されてい
る。
【００６９】
　また、上記梱包材１０１は、給水タンク２６が加熱庫２に接触しないように、給水タン
ク２６を保持している。この給水タンク２６は、梱包材１０１が加熱庫２内に挿入された
とき、加熱庫２内の奥側に位置するように、前切り起こし部１４１および後切り起こし部
１４２で挟持されると共に、互いに係合させた左腕部１４３および右腕部１４４で保持さ
れる。より詳しくは、梱包材１０１は、図８～図１０に示すように、第１上部フラップ１
２１と、一部が第１上部フラップ１２１の外側に重ね合わされる第２上部フラップ１３１
とを有している。この第２上部フラップ１３１には、給水タンク２６で覆われる開口部１
３２が設けられている。第１上部フラップ１２１および第２上部フラップ１３１が調理ト
レイ９１の底部９１ａ上に配置されたとき、調理トレイ９１の底部９１ａの一部が開口部
１３２から露出する。この露出する一部を覆うように、梱包材１０１上に給水タンク２６
が搭載される。また、開口部１３２の周縁部には、前切り起こし部１４１、後切り起こし
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部１４２、左腕部１４３および右腕部１４４が連なっている。すなわち、梱包材１０１の
上面に、前切り起こし部１４１、後切り起こし部１４２、左腕部１４３および右腕部１４
４が設けられる。この前切り起こし部１４１および後切り起こし部１４２は、それぞれ、
梱包材１０１の加熱庫２内への挿入方向に平行に回動可能である。別の言い方をすれば、
前切り起こし部１４１および後切り起こし部１４２はそれぞれが回動可能であって、前切
り起こし部１４１および後切り起こし部１４２の回動軸は梱包材１０１の加熱庫２内への
挿入方向に垂直になっている。また、左腕部１４３および右腕部１４４は互いに係合可能
である。また、左腕部１４３および右腕部１４４はそれぞれが回動可能であって、左腕部
１４３および右腕部１４４の回動軸は梱包材１０１の加熱庫２内への挿入方向に平行にな
っている。なお、前切り起こし部１４１および後切り起こし部１４２は、一対の第１の切
り起こしの一例である。また、左腕部１４３および右腕部１４４は、一対の第２の切り起
こしの一例である。
【００７０】
　上記前切り起こし部１４１は、給水タンク２６の前面の凹部に嵌合して、給水タンク２
６の前側への移動を規制する。また、前切り起こし部１４１の高さは、給水タンク２６の
高さの略半分に設定される。なお、上記凹部は給水タンク２６の把手部を形成するための
ものである。
【００７１】
　上記後切り起こし部１４２は、給水タンク２６の前側への移動を規制するため、給水タ
ンク２６の後前面に当接する。また、後切り起こし部１４２は、前切り起こし部１４１に
比べて高さおよび幅が大きくなるように形成される。
【００７２】
　上記左腕部１４３は、腕部本体１４３１と、この腕部本体１４３１の先端部から前側へ
突出する係止部１４３２とを有している。この左腕部１４３は、給水タンク２６の左側面
および上面に当接可能に形成され、給水タンク２６の左側および上側への移動を規制する
。
【００７３】
　上記右腕部１４４は、腕部本体１４４１と、この腕部本体１４４１から後側に突出する
係止部１４４２とを有している。この右腕部１４４は、給水タンク２６の右側面および上
面に当接可能に形成され、給水タンク２６の右側および上側への移動を規制する。
【００７４】
　また、上記左腕部１４３の係止部１４３２と右腕部１４４の係止部１４４２とを互いに
係止させることにより、左腕部１４３および右腕部１４４が開かなくなる。すなわち、左
腕部１４３が右腕部１４４に繋がった状態を維持することができるようになる。
【００７５】
　また、上記開口部１３２の開口面積は、給水タンク２６の底面積より小さくなるように
形成されている。これにより、開口部１３２の周縁部が給水タンク２６を支持するので、
給水タンク２６の底面が、開口部１３２から露出する調理トレイ９１の底部９１ａの一部
に接触しない。
【００７６】
　上記給水タンク２６は、給水タンク本体４１にスライド可能に取り付けられたスライド
板９５を有している。このスライド板９５は、給水タンク本体４１内の空間と連通する給
水口(図示せず)を覆っている。
【００７７】
　また、上記梱包材１０１は、梱包材１０１の前後方向の中心よりも後側に設けられ、第
１緩衝材２０１の後端部に当接する位置決め部１５１を有する。
【００７８】
　図１１は梱包材１０１および第１緩衝材２０１の概略展開図である。
【００７９】
　上記第１上部フラップ１２１では、第１面取り面１０２とは反対側の端部に切り込み２
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００１,２００２が入れられて、第１左重なり部１２２、第２左重なり部１２３および左
側第３重なり部１２４が形成されている。この第１,第３左重なり部１２２,１２４は、第
２左重なり部１２３よりも図中左側へ突出している。また、第１上部フラップ１２１には
、周縁が矢印を描く貫通孔２００３が設けられている。この矢印は梱包材１０１の挿入方
向を示している。これにより、加熱庫２内に間違った向きで梱包材１０１が入れられる可
能性は低くなっている。
【００８０】
　また、上記第１面取り面１０２の第１上部フラップ１２１とは反対側には左側面１０５
が設けられている。
【００８１】
　上記第２上部フラップ１３１でも、第２面取り面１０３とは反対側の端部にも切れ込み
が入れられて、第１右重なり部１３３、第２右重なり部１３４および第３右重なり部１３
５が形成されている。第２右重なり部１３４は、第１,第３右重なり部１３３,１３５より
も、図中右方向に突出している。
【００８２】
　また、上記第２面取り面１０３と第３面取り面１０４との間には右側面１０６が設けら
れている。
【００８３】
　上記梱包材１０１を折り曲げ線３００１～３００７に沿って所定の方向に折り曲げたと
き、第１,第３右重なり部１３３,１３５上に第１,第３左重なり部１２２,１２４が重なる
と共に、第２左重なり部１２３上に第２右重なり部１３４が重なる。これにより、第１,
第３左重なり部１２２,１２４が第２右重なり部１３４を挟持して、第１上部フラップ１
２１および第２上部フラップ１３１が開かなくなる。
【００８４】
　また、上記梱包材１０１は、底部１１１の前縁に連なる前面部１１２と、底部１１１の
後縁に連なる後面部１１３とを有している。
【００８５】
　上記前面部１１２の上縁には、第３上部フラップ１１４が連なっている。この第３上部
フラップ１１４は折り曲げ線３００９に沿って内側に折り曲げられる。また、前面部１１
２の左縁には第１内壁部１１５が連なっている。この第１内壁部１１５の先端部には、第
１内壁部１１５の他の部分よりも幅が狭い係止部１１６が設けられている。
【００８６】
　上記後面部１１３の上縁には、第４上部フラップ１１７が連なっている。この第４上部
フラップ１１７は折り曲げ線３０１２に沿って内側に折り曲げられる。また、後面部１１
３の左縁には第２内壁部１１８が連なっている。この第２内壁部１１８の先端部には、第
２内壁部１１８の他の部分よりも幅が狭い係止部１１９が設けられている。
【００８７】
　また、上記後面部１１３には米の字形状の切れ込み２００６,２００７が入れられてい
る。梱包材１０１を加熱庫２内に入れたとき、加熱庫２の後部２ｄに設けられた上記突起
が切れ込み２００６,２００７に嵌入する。
【００８８】
　上記梱包材１０１を折り曲げ線３００８,３０１０,３０１１,３０１３に沿って所定の
方向に折り曲げたとき、係止部１１９上に係止部１１６が配置され、係止部１１６,１１
９が互いに係止される。その後、上記梱包材１０１を折り曲げ線３００１～３００３に沿
って所定の方向に折り曲げたとき、第１,第２内壁部１１６,１１８上に第１面取り面１０
２が位置する。すなわち、梱包材１０１において第１面取り面１０２が形成されている部
分が、第１,第２内壁部１１６,１１８上に載る。これにより、上記部分が第１内壁部１１
６を第２内壁部１１８に押圧して、係止部１１６,１１９の係止が解除され難くなる。ま
た、上記部分は、第１,第２内壁部１１６,１１８で支持することができるので、変形し難
くなる。
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【００８９】
　また、上記梱包材１０１を折り曲げ線３０１４～３０１９に沿って所定の方向に折り曲
げることにより、前切り起こし部１４１、後切り起こし部１４２、左腕部１４３および右
腕部１４４が得られる。
【００９０】
　また、上記第１緩衝部材２０１を得たい場合は、切断線３０２０に沿った切断を行うと
共に、折り曲げ線３０２２に沿った所定方向の折り曲げを行う。このとき、左側部２０４
の底部２０３とは反対側の端部は、右側部２０５の底部２０３とは反対側の端部と接着し
ない。これにより、第１緩衝部材２０１は、加熱庫２内への挿入前において、断面略三角
形状以外の形状を呈することが可能になっている。すなわち、第１緩衝部材２０１は、加
熱庫２内への挿入前、変形可能である。
【００９１】
　なお、Ｌは、梱包材１０１の底部１１１の前後方向の中心を通る中心線である。
【００９２】
　図１２は第２緩衝材３０１の概略展開図である。
【００９３】
　上記第２緩衝材３０１は、左側部３０４の上部３０２側とは反対側に第１対角線部３０
６を有している。この第１対角線部３０６の左側部３０４側とは反対側の縁には、第２緩
衝材３０１の前後方向の中心に重なるように、平面視が略矩形状の第１突起部３０７が設
けられている。
【００９４】
　また、上記第２緩衝材３０１は、底部３０３の右側部３０５側とは反対側に第２対角線
部３０８を有している。この第２対角線部３０８の底部３０３側とは反対側の縁には、平
面視が略矩形状の第２突起部３０９が設けられている。第２緩衝材３０１を折り曲げ線４
００１～４００５に沿って所定の方向に折り曲げたとき、第２突起部３０９の略全部が第
１突起部３０７の略全部に重なるようになっている。
【００９５】
　また、上記第２緩衝材３０１には、底部３０２と右側部３０５の境界線上に重なるよう
に、平面視が略矩形状のスロット５００１が設けられている。このスロット５００１には
、第１,第２突起部３０７,３０９が挿入される。また、スロット５００１は、第１,第２
突起部３０７,３０９の合計厚みと略同じ幅を有する。
【００９６】
　また、上記第２緩衝材３０１の上部３０２には、周縁が矢印を描く貫通孔５００２が設
けられている。この矢印は第２緩衝材３０１の挿入方向を示している。これにより、加熱
庫２内に間違った向きで第２緩衝材３０１が入れられる可能性が低くなっている。
【００９７】
　また、上記第２緩衝材３０１を折り曲げ線４００１～４００５に沿って折り曲げたとき
、第１,第２対角線部３０６,３０８が、第２緩衝材３０１の対角線と重なって、第２緩衝
材３０１の強度が高くなる。
【００９８】
　上記構成の加熱調理器用梱包構造によれば、梱包材１０１の左側部を第１上棚受け１６
Ａ上に載置すると共に、梱包材１０１の右側部を加熱庫２の底部２ｇ上に載置する。この
とき、加熱庫２の上部２ｅと梱包材１０１の左側部との間に第１緩衝材２０１を挿入して
、梱包材１０１の左側部を第１上棚受け１６Ａに押し付けると共に、梱包材１０１の右側
部を加熱庫２の右側の庫内側面２ｃに押し付けるので、梱包材１０１の鉛直方向および水
平方向の動きを規制することができる。したがって、梱包材１０１によって梱包された調
理トレイ９１,９２が輸送時に大きくがたつく可能性を下げることができる。
【００９９】
　また、上記調理トレイ９１,９２は梱包材１０１に梱包されて加熱庫２内に入れられる
ので、調理トレイ９１,９２の輸送時の摩耗を防ぐことができる。
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【０１００】
　また、上記調理トレイ９１,９２を梱包材１０１で梱包していても、梱包材１０１の左
側部が梱包材１０１の右側部よりも高くなるように梱包材１０１を傾けて加熱庫２内に入
れるので、加熱庫２内に梱包材１０１を容易かつ確実に入れることができる。
【０１０１】
　また、上記梱包材１０１において第１緩衝材２０１の一部が当接する箇所が第１面取り
面１０２であるので、第１緩衝材２０１が破損するのを防ぐことができる。したがって、
第１緩衝材２０１の破損による梱包材１０１の輸送時のがたつきを防ぐことができる。
【０１０２】
　また、上記第１緩衝材２０１の一部が当接する箇所が第１面取り面１０２であるので、
第１緩衝材２０１の一部が梱包材１０１の左側部に当接する面積を増やすことができる。
したがって、第１緩衝材２０１の一部の当接状態が安定して、梱包材１０１の左側部が輸
送時にがたつく可能性を下げることができる。
【０１０３】
　また、上記調理トレイ９１の底部９１ａのうちの左端と、調理トレイ９１のフランジ部
９１ｃの左端とに接する面の近傍に、第１面取り面１０２が位置するので、調理トレイ９
１の底部９１ａおよびフランジ部９１ｃで第１面取り面１０２を支えることができる。し
たがって、第１緩衝材２０１の一部が梱包材１０１の第１面取り面１０２に当接しても、
第１面取り面１０２が変形するのを防いで、第１面取り面１０２の変形による梱包材１０
１の輸送時のがたつきを防ぐことができる。
【０１０４】
　また、上記加熱庫２の上部２ｅに第１緩衝材２０１の頂部２０２を当接させると共に、
第１面取り面１０２に第１緩衝材２０１の底部２ｇを当接させることにより、梱包材１０
１の左側部を第１上棚受け１６Ａに確実に押し付けることができる。
【０１０５】
　また、上記第１緩衝材２０１の断面を略三角形状にするので、第１緩衝材２０１の配置
スペースを小さくすることができる。
【０１０６】
　また、上記係合片２０６が梱包材１０１の左側部と加熱庫２の左側の庫内側面２ｂとの
両方に係合するので、第１緩衝材２０１が梱包材１０１から簡単に離間するのを防ぐこと
ができる。
【０１０７】
　また、上記第１緩衝材２０１は、加熱庫２の開口部２ａから、加熱庫２の上部２ｅと梱
包材１０１の左側部との間に挿入する。このとき、第１緩衝材２０１の後端部が位置決め
部１５１に当接して、第１緩衝材２０１の前後方向の位置が決まる。したがって、第１緩
衝材２０１の配置作業が容易になる。
【０１０８】
　また、上記梱包材１０１の底部１１１の前後方向の中心を通る中心線Ｌよりも後側に位
置決め部１５１を設けているので、第１緩衝材２０１の配置スペースを適度に広くとるこ
とができる。
【０１０９】
　また、上記加熱庫２の右側の庫内側面２ｃの第２下棚受け１７Ｂと加熱庫２の底部２ｇ
との間に梱包材１０１の右側部を配置するので、梱包材１０１の右側部が輸送時にがたつ
く可能性を確実に下げることができる。
【０１１０】
　また、上記梱包材１０１において第２下棚受け１７Ｂが当接する箇所が第２面取り面１
０３であるので、第１緩衝材２０１が破損するのを防ぐことができる。したがって、第１
緩衝材２０１の破損による梱包材１０１の輸送時のがたつきを防ぐことができる。
【０１１１】
　また、上記第２下棚受け１７Ｂが当接する箇所が第２面取り面１０３であるので、第２
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下棚受け１７Ｂが梱包材１０１の右側部に当接する面積を増やすことができる。したがっ
て、第２下棚受け１７Ｂの当接状態が安定して、梱包材１０１の右側部が輸送時にがたつ
く可能性を下げることができる。
【０１１２】
　また、上記調理網９３,９４に製造誤差が生じても、調理網９３,９４は梱包材１０１の
鉛直方向および水平方向の動きの規制に悪影響は及ばない。
【０１１３】
　また、上記調理トレイ９１の底部９１ａのうちの左端と、調理トレイ９１のフランジ部
９１ｃの左端とに接する面の近傍に、第１面取り面１０２が位置するので、調理トレイ９
１の底部９１ａおよびフランジ部９１ｃで第１面取り面１０２を支えることができる。し
たがって、第１緩衝材２０１の一部が梱包材１０１の第１面取り面１０２に当接しても、
第１面取り面１０２が変形するのを防いで、第１面取り面１０２の変形による梱包材１０
１の輸送時のがたつきを防ぐことができる。
【０１１４】
　また、上記加熱庫２の上部に第１緩衝材２０１の頂部２０２を当接させると共に、第１
面取り面１０２に第１緩衝材２０１の底部２ｇを当接させることにより、梱包材１０１の
左側部を第１上棚受け１６Ａに確実に押し付けることができる。
【０１１５】
　また、上記梱包材１０１の左側部の上側の角部には第１面取り面１０２が設けられおり
、緩衝材２０１が断面略三角形状であるので、
　また、上記梱包材１０１の左側部を第１上棚受け１６Ａ上に載置するので、梱包材１０
１に製造誤差が生じても、加熱庫２の上部２ｅと梱包材１０１の左側部との間の空間は大
きく変化しない。したがって、第１緩衝材２０１を用いて、梱包材１０１の左側部を第１
上棚受け１６Ａに確実に押し付けることができる。
【０１１６】
　上記実施形態では、第１,第２緩衝材２０１,３０１は、段ボールで形成していたが、段
ボール以外の紙で形成してよいし、発泡スチロールなどで形成してもよい。
【０１１７】
　上記実施形態では、第１緩衝部材２０１は、断面略三角形状を呈していたが、例えば五
角形状を呈するようにしてもよい。
【０１１８】
　上記実施形態では、加熱庫２の底部２ｇと梱包材１０１の左側部との間に、第２緩衝材
３０１を挿入していたが、第２緩衝材３０１を挿入しないようにしてもよい。
【０１１９】
　上記実施形態では、係合片２０６は、梱包材１０１の左側部に係合すると共に、加熱庫
２の左側の庫内側面２ｂにも係合していたが、梱包材１０１の左側部と加熱庫２の左側の
庫内側面２ｂとのどちらか一方だけに係合するようにしてもよい。
【０１２０】
　この発明の具体的な実施形態について説明したが、この発明は上記実施形態に限定され
るものではなく、この発明の範囲内で種々変更して実施することができる。例えば、上記
実施形態と上述の変形例とを適宜組み合わせたものを、この発明の一実施形態としてもよ
い。
【０１２１】
　すなわち、この発明および実施形態を纏めると、次のようになる。
【０１２２】
　この発明の加熱調理器用梱包構造は、
　被加熱物１５を収容するための開口部２ａを前側に有する加熱庫２と、上記被加熱物１
５を搭載するトレイ９１,９２と、上記加熱庫２の庫内側面２ｂ,２ｃに設けられて上記ト
レイ９１,９２を支持するための棚受け１６Ａ,１７Ｂとを備えた加熱調理器を輸送するた
めの加熱調理器用梱包構造であって、
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　上記トレイ９１,９２を梱包する箱状の梱包材１０１と、
　緩衝材２０１と
を備え、
　上記トレイ９１,９２を梱包した上記梱包材１０１が、上記梱包材１０１の一側部が上
記梱包材１０１の他側部よりも高くなるように傾けて上記加熱庫２内に入れられ、
　上記梱包材１０１の上記一側部が上記一側部側の上記棚受け１６Ａ上に載置され、
　上記加熱庫２の上部と上記梱包材１０１の上記一側部との間に上記緩衝材２０１が挿入
されて、上記梱包材１０１の上記一側部が上記一側部側の上記棚受け１６Ａに押し付けら
れると共に、上記梱包材１０１の上記他側部が上記他側部側の上記庫内側面２ｃに押し付
けられることを特徴としている。
【０１２３】
　上記構成によれば、上記梱包材１０１の一側部をこの一側部側の棚受け１６Ａ上に載置
する。このとき、上記加熱庫２の上部と梱包材１０１の一側部との間に緩衝材２０１を挿
入して、梱包材１０１の一側部をこの一側部側の棚受け１６Ａに押し付けると共に、梱包
材１０１の他側部をこの他側部側の庫内側面２ｃに押し付けるので、梱包材１０１の鉛直
方向および水平方向の動きを規制することができる。したがって、上記トレイ９１,９２
が輸送時に大きくがたつく可能性を下げることができる。
【０１２４】
　また、上記トレイ９１,９２は梱包材１０１に梱包されて加熱庫２内に入れられるので
、トレイ９１,９２の輸送時の摩耗を防ぐことができる。
【０１２５】
　また、上記トレイ９１,９２を梱包材１０１で梱包していても、梱包材１０１の一側部
が梱包材１０１の他側部よりも高くなるように梱包材１０１を傾けて加熱庫２内に入れる
ので、加熱庫２内に梱包材１０１を容易かつ確実に入れることができる。
【０１２６】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記梱包材１０１の上記一側部の上側の角部には、上記緩衝材２０１の一部が当接する
面取り面１０２が設けられる。
【０１２７】
　上記実施形態によれば、上記緩衝材２０１の一部が当接する箇所が面取り面１０２であ
るので、緩衝材２０１の一部が梱包材１０１の一側部に当接する面積を増やすことができ
る。したがって、上記梱包材１０１の一側部が輸送時にがたつく可能性を下げることがで
きる。
【０１２８】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記トレイ９１は、底部９１ａと、この底部９１ａの周縁部に立設された壁部９１ｂと
、この壁部９１ｂの底部９１ａとは反対側の端部に連なって外側に張り出すフランジ部９
１ｃとを有し、上記底部９１ａが上記加熱庫２の上部２ｅと対向するように、上記梱包材
１０１で梱包され、
　上記面取り面１０２は、上記トレイ９１の上記底部９１ａのうち上記一側部側の端と、
上記トレイ９１の上記フランジ部９１ｃのうち上記一側部側の端とに接する面の近傍に位
置する。
【０１２９】
　上記実施形態によれば、上記トレイ９１の底部９１ａのうちの一側部側の端と、トレイ
９１のフランジ部９１ｃのうちの一側部側の端とに接する面の近傍に、面取り面１０２を
配置することにより、トレイ９１の底部９１ａおよびフランジ部９１ｃで面取り面１０２
を支えることができる。したがって、上記緩衝材２０１の一部が梱包材１０１の面取り面
１０２に当接しても、面取り面１０２が変形するのを防いで、面取り面１０２の変形によ
る梱包材１０１の輸送時のがたつきを防ぐことができる。
【０１３０】
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　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記緩衝材２０１は、頂部２０２が上記加熱庫２の上部２ｅに当接し、かつ、底部２０
３が上記面取り面１０２に当接する断面略三角形状を呈する。
【０１３１】
　上記実施形態によれば、上記加熱庫２の上部２ｅに緩衝材２０１の頂部２０２を当接さ
せると共に、面取り面１０２に緩衝材２０１の底部２０２を当接させることにより、梱包
材１０１の一側部をこの一側部側の棚受け１６Ａに確実に押し付けることができる。
【０１３２】
　また、上記緩衝材２０１の断面を略三角形状にするので、緩衝材２０１の配置スペース
を小さくすることができる。
【０１３３】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記緩衝材２０１は、上記梱包材１０１の上記一側部と上記一側部側の上記庫内側面２
ｂとの間に配置されて、上記梱包材１０１の上記一側部と上記一側部側の上記庫内側面２
ｂとのうちの少なくとも一方に係合する係合部２０６を有する。
【０１３４】
　上記実施形態によれば、上記梱包材１０１の一側部とこの一側部側の庫内側面２ｂとの
うちの少なくとも一方に、係合部２０６を係合させることにより、緩衝材２０１が梱包材
１０１から離間し難くなる。
【０１３５】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記梱包材１０１は、上記梱包材１０１の前後方向の中心よりも後側に設けられ、上記
緩衝材２０１の後端部に当接する位置決め部１５１を有する。
【０１３６】
　上記実施形態によれば、上記緩衝材２０１は、加熱庫２の開口部２ａから、加熱庫２の
上部２ｅと梱包材１０１の一側部との間に挿入する。このとき、上記緩衝材２０１の後端
部が位置決め部１５１に当接して、緩衝材２０１の前後方向の位置が決まる。したがって
、上記緩衝材２０１の配置作業が容易になる。
【０１３７】
　また、上記緩衝材２０１は、加熱庫２の開口部２ａから梱包材１０１の位置決め部１５
１の手前までのスペースに配置することができる。この位置決め部１５１が梱包材１０１
の前後方向の中心よりも後側にあるので、緩衝材２０１の配置スペースが過剰に小さくな
らない。
【０１３８】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記梱包材１０１の他側部が、上記他側部側の上記棚受け１７Ｂと上記加熱庫２の底部
２ｇとの間に配置される。
【０１３９】
　上記実施形態によれば、上記他側部側の棚受け１７Ｂと加熱庫２の底部２ｇとの間に梱
包材１０１の他側部を配置することにより、梱包材１０１の他側部が輸送時にがたつく可
能性を確実に下げることができる。
【０１４０】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記梱包材１０１の上記他側部の上側の角部には、上記他側部側の上記棚受け１７Ｂが
当接する面取り面１０３が設けられる。
【０１４１】
　上記実施形態によれば、上記他側部側の棚受け１７Ｂが当接する箇所が面取り面１０３
であるので、他側部側の棚受け１７Ｂが梱包材１０１の他側部に当接する面積を増やすこ
とができる。したがって、上記梱包材１０１の他側部が輸送時にがたつく可能性を下げる
ことができる。
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　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記梱包材１０１の上面に、上記梱包材１０１の上記加熱庫２内への挿入方向に平行な
面に沿って回動可能な一対の第１の切り起こし１４１,１４２と、互いに係合可能な一対
の第２の切り起こし１４３,１４４とを設け、
　上記加熱調理器に用いられる給水タンク２６を上記第１の切り起こし１４１,１４２で
挟持すると共に、互いに係合させた上記第２の切り起こし１４３,１４４で上記給水タン
ク２６を保持する。
【０１４３】
　上記実施形態によれば、上記給水タンク２６のためだけの梱包材を用意する必要を無く
すことができると共に、給水タンク２６が輸送時にがたつくのを防ぐことができる。
【０１４４】
　一実施形態の加熱調理器用梱包構造では、
　上記給水タンク２６は、上記梱包材１０１が上記加熱庫２内に挿入されたとき、上記加
熱庫２内の奥側(後側)に位置するように、上記第１の切り起こし１４１,１４２で挟持さ
れると共に、互いに係合させた上記第２の切り起こし１４３,１４４で保持される。
【０１４５】
　上記実施形態によれば、
　上記梱包材１０１が上記加熱庫２内に挿入されたとき、加熱庫２内の奥側(後側)に給水
タンク２６が位置することにより、給水タンク２６が加熱庫２の開口部２ａ側の他の部材
と接触して損傷する可能性を下げることができる。
【符号の説明】
【０１４６】
　２　加熱庫
　２ａ　開口部
　２ｂ,２ｃ　庫内側面
　２ｇ,９１ａ,２０３　底部
　２ｅ　上部
　１６Ａ　第１上棚受け
　１７Ｂ　第２下棚受け
　９１,９２　調理トレイ
　９１ｂ　壁部
　９１ｃ　フランジ部
　１０１　梱包材
　１０２　第１面取り面
　１０３　第２面取り面
　１０４　第３面取り面
　１５１　位置決め部
　２０１　第１緩衝材
　２０２　頂部
　２０６　係合片
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【図７】 【図８】
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【図１１】 【図１２】



(22) JP 6293022 B2 2018.3.14

10

フロントページの続き

    審査官  西堀　宏之

(56)参考文献  実開平１－１３７８７９（ＪＰ，Ｕ）　　　
              特開昭６３－６７２８１（ＪＰ，Ａ）　　　
              実開昭６３－４２５９２（ＪＰ，Ｕ）　　　
              特開２００１－２６１０２２（ＪＰ，Ａ）　　　
              実開昭５２－４７０７５（ＪＰ，Ｕ）　　　
              特公昭３５－１９９０（ＪＰ，Ｂ１）　　
              米国特許第５７８６５８０（ＵＳ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｂ６５Ｄ　８５／６８
              Ｂ６５Ｄ　　５／００－　５／７６
              Ｂ６５Ｄ　８１／００－８１／１７
              Ｆ２４Ｃ　１５／１６


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

